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資 料

特定健康診査の受診率向上に向けた工夫の明文化と実態分析： 

「保健事業カルテ」を活用した実態の把握
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目的　特定健診の効果を最大化するには受診率の向上が不可欠であり， 各自治体は様々な工夫を

している。しかしそれらは明文化されることなく暗黙知のまま散逸していることが多い。こ

のような背景のもと， 本研究では受診率向上に向けた各自治体の工夫を明文化し実態を明ら

かにすること， また， その工夫の実施状況と対象者数の規模および受診率との関連を検討す

ることを目的とした。

方法　山形県の全35市町村国民健康保険を対象とし， 35市町村からは共通様式「保健事業カルテ」

にて， 加えて 2 市町からはヒアリングで受診率向上に向けた工夫を収集した。次いで収集さ

れた工夫を専門家チームが業務フロー別に 6 カテゴリーに分類した。この 6 カテゴリー47項
目で構成されたアンケートを県内全35市町村を対象に実施した。アンケートにより把握され

た工夫の実施状況と対象者数の規模および受診率を Fisher の正確確率検定にて比較し， 規模に

よる工夫の違いと受診率を上げる要素を検討した。有意水準は両側 5 % とした。

結果　アンケートの回答率は100% であった。カテゴリー別では， 受診勧奨の工夫が最も多く（19
項目）， 次いで周知の工夫（10項目）が多かった。特定健診対象者数の中央値（2,463人）を基

準に市町村を 2 群に分けて工夫の実施状況を比較したところ，「医師会と事業の進捗や課題に

関して定期的に会議・意見交換をしている」については， 対象者数の多い市町村の方が多く実

施しており， 有意差を認めた。受診率についても同様に中央値（52.9%）を基準に群間の差を

検定したところ，「対象者を絞って受診勧奨をしている」，「勧奨業務（郵送）を外部委託して

いる」，「受診勧奨通知を 2 回以上送付している」の 3 項目について有意差を認めた。いずれも

受診率が低い群の方が各工夫を実施している割合が高かった。一方， 調査対象としたすべて

の工夫において受診率との有意な正の関連を認めなかった。

結論　特定健診の受診率向上に向けて市町村が行っている工夫を明文化し事業内容の実態を明ら

かにすることができた。対象者数の規模による工夫の違いも明らかとなり， 今後自治体の規

模に応じた取組を検討する上での参考となる。一方， 受診率が高い市町村が多く実施する工

夫の識別はできなかった。今回は一県の限られたデータであることから， 受診率向上のため

に今後は他県を含めて継続的に調査し知見を集積していく必要がある。
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Ⅰ 緒 言

我が国は世界最長クラスの長寿国であり， 急速な

少子高齢化に伴う医療費の増大が喫緊の課題であ

る。国は， 国民の健康と長寿を確保しつつ， 医療費

の伸びを抑制するため， 生活習慣病を中心とした疾

病予防を重視することとし， 2008年度よりメタボ

リックシンドロームに着目した特定健康診査（以
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下， 特定健診）の制度を開始した1)。国が設定して

いる市町村国保の特定健診の受診率の目標値は60%
である2)。しかし市町村国保の全国平均受診率は

2020年度に33.7% に落ち込み， 2022年度は37.5% ま

で回復したものの， 国の目標値には届いていな

い3)。予防・健康づくりの起点でもある特定健診の

効果を最大化するには受診率の向上が必須であり，

各自治体は受診率向上に向けて様々な取組を行って

いる。しかしそれらは明文化されることなく， 暗黙

知のまま散逸していることもある。また， 実施後の

評価が十分されず， 特定健診受診率向上に繋がるエ

ビデンスのある取組は明らかになっていない。

国内外を問わず受診率向上が課題となっているが

ん検診についてはエビデンスが集積されつつあり，

手紙や電話による受診勧奨4～7)， 場所や時間といっ

た受診の構造的障壁の軽減8～10)， 患者来院時に医 
療従事者が患者に検診を勧めるためのリマイン

ダー6,11) などが， 受診率向上に有効な手段であるこ

とが示されている。国内では南谷ら12) が， 胃/肺/
大腸がんでは「大腸がん検査キットの全対象者への

配布」が， 乳/子宮頸がんでは「企業・団体実施の

がん検診費用補助」，「就労扱いでの検診受診」，「受

診時の女性受診者への配慮」が， 受診率向上に効果

があったと報告している。また， 厚生労働省は全国

のがん検診受診率向上に向けた取組を分析した結果

を「受診率向上施策ハンドブック13)」にまとめ公表

している。この中で特定健診についても触れてお

り， 国保部門と衛生部門の両方で特定健診を実施す

る体制， 対象者が今年度受けられる健診のみの受診

券への表示， 当日受診しなかった者への後日の再勧

奨， 次年度の健診受診意向調査の実施を受診率向上

に繋がった例として紹介している。しかしここでは

受診率の平均値を取組実施の有無で比較しているだ

けで， 回答数や統計的な検定についての記載はな

い。特定健診の受診に関する先行研究の大半は未受

診者の特性についての研究14～18) である。特定健診

に類似する， 心血管疾患リスク因子のスクリーニン

グについての先行研究では， 医師が患者にスクリー

ニング受診を勧めるためのリマインダーの使

用19～22)， 金銭的インセンティブ23)， スクリーニング

の企画・実施を支援するプロジェクト看護師や診療

ファシリテーターなどの専任者の使用24,25) が受診率

向上に効果があったと報告されている。しかし， こ

れらはプライマリケアの診療所で行われるスクリー

ニングについての研究であり， 自治体が主体で行う

特定健診では受診率向上に効果のある介入は異なる

可能性が考えられる。このような背景のもと， 本研

究では特定健診の受診率向上に向けて各自治体が

行っている工夫（以下， 受診率向上を目的に意図的

に行っている取組を工夫と記述する）を明文化し実

態を明らかにすること， また， その工夫の実施状況

と対象者数の規模および受診率との関連を検討する

ことを目的とした。

Ⅱ 方 法

1. 対象
山形県の全35市町村国民健康保険を対象とした。

2. 工夫の収集
山形県および東京大学より市町村の保健事業担当

者に本研究の趣旨および概要を説明し， 各市町村が

使用している共通様式から， 35市町村が特定健診の

受診率を向上させる目的で実施している工夫に関す

る記述を収集した。本様式は「保健事業カルテ」

（図 S1）との名称で東京大学が開発したものであ

り， 各保健事業が目指すアウトカムおよびアウト

プットの評価指標とそれに対する工夫を構造化して

記載できるよう設計している26)。これは保健事業に

関する知見の抽出および共有， 保健事業の質向上に

繋げることを目的としているためである。山形県で

は2021年より保健事業カルテを取り入れ， それま

での経緯も把握する目的で2018年度以降の実施内

容について記載していた。収集対象とした工夫に関

する記述は， 調査時の2022年10月時点で収集可能

であり， かつ新型コロナ禍の影響を鑑みて， 2018年
から2020年の 3 年分とした。さらに， 2023年 1 月

に， 受診率が高く， かつ， 受診率の伸びが大きい県

内の 2 市町にオンラインでヒアリングを行い， 現況

に応じた工夫を収集した。ヒアリングの対象は，

2011年度から2021年度にかけて受診率の伸びが県

内市町村の中央値（8.1ポイント）以上であった市

町村の中から， 最も受診率が高かった市および町村

をそれぞれ 1 自治体ずつ選定した。選定された自治

体の対象者数の規模は， 市が5,000人台， 町が2,000
人台であった。各年度の受診率のデータは山形県よ

り入手した。ヒアリングは， 事前に保健事業カルテ

の記述内容に基づいて整理した特定健診事業の実施

の流れに沿って進行し， 対象市町における保健事業

カルテの記述内容をより深く把握することを目的と

して実施した。参加者は， 山形県職員 2 人， 対象市

町の事業担当者各 2 人， 東京大学の研究者 3 人の計

9 人であった。所要時間は約 1 時間であった。

3. 工夫のカテゴリー化とアンケートの設計およ
び実施

保健師 1 人， 公衆衛生学研究者 3 人で構成された

専門家チームが， 保健事業カルテの記述とヒアリン

グ内容に基づき， 業務フロー別に工夫をカテゴリー
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化し， 市町村向けアンケートを設計した。各市町村

の特定健診の対象者数， 集団健診および個別健診そ

れぞれについて実施の有無・受診者数・日数・実施

機関数， 主な担当課を問う項目を加え， 2023年 1 月

から 2 月にかけて全35市町村を対象に， 2021年度の

特定健診の実績と工夫の実施状況を調査した。アン

ケートでは工夫の実施状況についての回答の選択肢

を「①はい」，「②いいえ」，「③過去にやっていたが

現在はやっていない」の 3 択とした。

4. データ分析
まず， 各市町村の特定健診における工夫の実施状

況と対象者数の規模との関連を検討するため， 対象

者数の中央値を基準に 2 群に分け， 群間の差を

Fisher の正確確率検定を用いて統計解析した。次い

で， 工夫の実施状況と受診率との関連の検討につい

ても同様に， 受診率の中央値を基準に 2 群に分け群

間の差を検定した。すべての統計解析は R ver.4.4.0
を用い， 統計的有意水準を両側 5 % とした。

なお， 本研究で用いたデータは個人単位のデータ

を含まないため， 倫理審査の対象外と判断した。

Ⅲ 結 果

1. 市町村の健診実施状況
35市町村からのアンケートの回答率は100% で

あった。

市町村別の特定健診の対象者数は518人から

32,047人で平均値4,596人， 中央値2,463人であっ

た。なお， 対象者数については本アンケートで回答

された値と法に基づいて市町村が報告する実績値

（法定報告値）が異なる市町村があったため， 本研

究では山形県より各市町村の法定報告値を入手し分

析の対象とした。受診率は40.7% から65.2% の範囲

で， 平均値53.7%， 中央値52.9% だった。

集団健診は35市町村（100%）で， 個別健診は12
市町村（34.3%）で実施されていた。全市町村で集

団検診が実施されていたことから， 本研究では健診

種別での検討は行わなかった。

2. 受診率向上に向けた工夫
各市町村の保健事業カルテから特定健診の受診率

向上に向けた工夫に関する記述を収集した結果， 延

べ373の工夫を抽出した。専門家チームが業務フ

ロー別に整理し，「健診の周知」，「受診勧奨」，「申

込み」，「健診の実施」，「情報管理」，「その他」の 6
カテゴリーに工夫を分類した。次いで， 受診率が高

く， かつ， 受診率の伸びが大きい市町へヒアリング

を行い， 保健事業カルテから収集した内容と合わ

せ， 最終的に 6 カテゴリー47項目のアンケート項目

を作成した。表 1 に業務フローのカテゴリー， アン

ケートの質問項目， 回答結果， 対象者数の規模別お

よび受診率別の工夫の実施状況を示す。業務フロー

表 1 対象者数の規模別および受診率別の工夫の実施状況

対象者数 受診率

業務フロー No. 質問項目 回答
計

2,463人 
以下

2,463人 
超

P 52.9%
以下

52.9%
超

P

n n

健診の周知 1 健診受診意向調査を実施している はい 31(88.6%) 16 15
1

16 15
1

いいえ 4(11.4%) 2 2 2 2
2 健診についての情報を web 媒体（ホー

ムページ， SNS 等）で広報している
はい 31(88.6%) 14 17

0.104
16 15

1
いいえ 4(11.4%) 4 0 2 2

3 健診についての情報を配布物（市報，
保健だより， 健診ガイドブック等）で
広報している

はい 35(100%) 18 17
―

18 17
―

いいえ 0(0.0%) 0 0 0 0

4 健診について住民が集まる機会（会議，
健康教室等）に周知している

はい 20(57.1%) 8 12
0.176

12 8
0.315

いいえ 15(42.9%) 10 5 6 9
5 町内/市内に健診の案内や受診勧奨ポス

ターを配置している
はい 13(37.1%) 5 8

0.305
7 6

1
いいえ 22(62.9%) 13 9 11 11

6 自治会， 商工団体， 農協等と連携して
PR している

はい 7(20.0%) 3 4
0.691

5 2
0.402

いいえ 28(80.0%) 15 13 13 15
7 国保新規加入者に対して， 加入手続き

の際に健診の案内をしている
はい 23(65.7%) 12 11

1
10 13

0.289
いいえ 12(34.3%) 6 6 8 4

8 健診に関わるサービス内容を周知して
いる（がん検診とのセット受診， 受付
時間を区切って三密回避していること
のアピールなど）

はい 33(94.3%) 17 16
1

18 15
0.229

いいえ 2(5.7%) 1 1 0 2

9 対象者のタイプ別に内容を変えた健診
の通知を送付している

はい 11(31.4%) 6 5
1

6 5
1

いいえ 24(68.6%) 12 12 12 12
10 健診日程のリマインドをしている はい 17(48.6%) 8 9

0.740
8 9

0.740
いいえ 18(51.4%) 10 8 10 8
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対象者数 受診率

業務フロー No. 質問項目 回答
計

2,463人 
以下

2,463人 
超

P 52.9%
以下

52.9%
超

P

n n

受診勧奨 11 健診対象者全員に受診勧奨をしている はい 14(40.0%) 8 6
0.733

5 9
0.176

いいえ 21(60.0%) 10 11 13 8
12 健診申込者全員に受診勧奨をしている

（例：健診申込時に健診の受診勧奨のパ
ンフレットを同封している）

はい 19(54.3%) 12 7
0.181

8 11
0.315

いいえ 16(45.7%) 6 10 10 6

13 対象者のタイプ別に内容を変えた受診
勧奨をしている

はい 26(74.3%) 13 13
1

15 11
0.264

いいえ 9(25.7%) 5 4 3 6
14 対象者を絞って受診勧奨をしている はい 28(80.0%) 14 14

1
17 11

0.041
いいえ 7(20.0%) 4 3 1 6

15 受診勧奨対象者を抽出するための分析・
検証をしている

はい 23(65.7%) 10 13
0.289

14 9
0.164

いいえ 12(34.3%) 8 4 4 8
16 受診勧奨の成果の分析・検証をしてい

る
はい 27(77.1%) 12 15

0.229
16 11

0.121
いいえ 8(22.9%) 6 2 2 6

17 電話による受診勧奨を行っている
※「②いいえ」と回答された方は No.24
の質問にお進みください

はい 10(28.6%) 6 4
0.711

4 6
0.471

いいえ 25(71.4%) 12 13 14 11

18 勧奨業務（電話）を外部委託している はい 5(27.8%) 3 2
1

2 3
1

いいえ 13(72.2%) 6 7 6 7
19 電話による勧奨は回数のルールを定め

ている
はい 7(41.2%) 4 3

1
3 4

1
いいえ 10(58.8%) 5 5 4 6

20 電話勧奨する時期を， 対象者への効果
を考慮して設定している

はい 7(41.2%) 4 3
1

3 4
1

いいえ 10(58.8%) 5 5 4 6
21 電話勧奨する時間帯を， 対象者の都合

を考慮して設定している
はい 8(47.1%) 5 3

0.637
2 6

0.335
いいえ 9(52.9%) 4 5 5 4

22 電話勧奨は保健師等の専門職が行って
いる

はい 8(47.1%) 4 4
1

3 5
1

いいえ 9(52.9%) 5 4 4 5
23 電話勧奨は住民と馴染みがある自治体

OB 等が行っている
はい 4(23.5%) 1 3

0.294
2 2

1
いいえ 13(76.5%) 8 5 5 8

24 郵送による受診勧奨（受診勧奨通知の
送付）を行っている
※「②いいえ」と回答された方は No.29
の質問にお進みください

はい 35(100%) 18 17
―

18 17
―

いいえ 0(0.0%) 0 0 0 0

25 勧奨業務（郵送）を外部委託している はい 25(71.4%) 11 14
0.264

16 9
0.027

いいえ 10(28.6%) 7 3 2 8
26 受診勧奨通知を 2 回以上送付している はい 26(74.3%) 12 14

0.443
17 9

0.007
いいえ 9(25.7%) 6 3 1 8

27 受診勧奨通知を送付する時期を対象者
への効果を考慮して設定している

はい 33(94.3%) 17 16
1

17 16
1

いいえ 2(5.7%) 1 1 1 1
28 受診勧奨通知の内容を対象者の都合を

考慮して設定している
はい 17(48.6%) 8 9

0.740
10 7

0.505
いいえ 18(51.4%) 10 8 8 10

29 訪問による受診勧奨を行っている はい 1(2.9%) 0 1
0.471

1 0
1

いいえ 33(97.1%) 18 15 16 17

申込み 30 健診を申込み制にしている はい 32(91.4%) 16 16
1

17 15
0.603

いいえ 3(8.6%) 2 1 1 2
31 集団健診で予約を不要にしている はい 9(25.7%) 6 3

0.443
3 6

0.264
いいえ 26(74.3%) 12 14 15 11

32 健診申込者に健診セットを送付してい
る

はい 34(97.1%) 17 17
1

18 16
0.486

いいえ 1(2.9%) 1 0 0 1
33 健診費用の助成を行っている はい 35(100%) 18 17

―
18 17

―
いいえ 0(0.0%) 0 0 0 0

表 1 対象者数の規模別および受診率別の工夫の実施状況（つづき）
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のうち， 受診勧奨の工夫（19項目）が最も多く， 次

いで健診の周知の工夫（10項目）が多かった。

3. 各カテゴリーの工夫の実施状況
アンケートで工夫の実施状況を集計したところ，

工夫の全項目の総計は「①はい」936件，「②いい

え」564件，「③過去にやっていたが現在はやってい

ない」34件だった。③の回答数が極端に少なかった

ため， ③の回答数を②に含めて分析した。各カテゴ

リーの工夫の実施状況は以下の通りである。

健診の周知：全35市町村（100%）が健診につい

ての情報を配布物で広報していた。また， 健診受診

意向調査の実施は31市町村（88.6%）， 健診につい

ての情報の web 媒体での広報は31市町村（88.6%），

健診に関わるサービス内容の周知は33市町村

（94.3%）と， いずれも多数の市町村で実施されて

いた。

受診勧奨：全35市町村（100%）が郵送による勧

奨を行っていた。電話による勧奨は10市町村

（28.6%）， 訪問は 1 市町村（2.9%）のみであった。

申込み：全35市町村（100%）で健診費用の助成

が行われていた。健診の申込み制は32市町村

（91.4%）， 健診申込者への健診セットの送付は34市
町村（97.1%）であり， 9 割以上の市町村が行って

いた。

健診の実施：全35市町村（100%）が， 受診日の

変更希望があった場合の柔軟な対応， 他の検診の同

日受診， 40歳未満対象の健診を実施していた。

情報管理：職域健診やかかりつけ医で受診した健

診等， 他で受診した健診結果データを入手している

市町村は 4 市町村（11.4%）に留まった。

対象者数 受診率

業務フロー No. 質問項目 回答
計

2,463人 
以下

2,463人 
超

P 52.9%
以下

52.9%
超

P

n n

健診の実施 34 土日に健診を実施している はい 26(74.3%) 12 14
0.443

14 12
0.711

いいえ 9(25.7%) 6 3 4 5
35 1 人あたりの健診にかかる時間を短縮し

ている
はい 12(34.3%) 4 8

0.164
5 7

0.489
いいえ 23(65.7%) 14 9 13 10

36 受診日の変更希望があった場合， 柔軟
に対応している

はい 35(100%) 18 17
―

18 17
―

いいえ 0(0.0%) 0 0 0 0
37 個別健診の期間終了後に未受診者向け

の集団健診日程を設けている
はい 7(21.2%) 3 4

1
3 4

0.674
いいえ 26(78.8%) 13 13 15 11

38 各地区ごとに健診日程を設定している はい 33(94.3%) 18 15
0.229

16 17
0.486

いいえ 2(5.7%) 0 2 2 0
39 他の検診（がん検診， 人間ドック等）

も同日に受診できるようにしている
はい 35(100%) 18 17

―
18 17

―
いいえ 0(0.0%) 0 0 0 0

40 40歳未満対象の健診（若年健診）を実
施している

はい 35(100%) 18 17
―

18 17
―

いいえ 0(0.0%) 0 0 0 0
41 健診会場までの移動手段を提供してい

る（バスの配車等）
はい 22(62.9%) 12 10

0.733
9 13

0.164
いいえ 13(37.1%) 6 7 9 4

42 健診会場に託児所を設けている はい 8(22.9%) 3 5
0.443

5 3
0.691

いいえ 27(77.1%) 15 12 13 14

情報管理 43 健診に関わる情報管理の方法を工夫し
ている（例：集団健診・個別健診・人
間ドックのデータを迅速に処理する）

はい 25(71.4%) 11 14
0.264

12 13
0.711

いいえ 10(28.6%) 7 3 6 4

44 職域健診やかかりつけ医で受診した健
診等， 他で受診した健診結果データを
入手している

はい 4(11.4%) 2 2
1

3 1
0.603

いいえ 31(88.6%) 16 15 15 16

その他 45 委託業者と連携がとりやすくなる工夫
をしている（マニュアルの作成， 対象
者名簿の準備等）

はい 29(82.9%) 16 13
0.402

13 16
0.177

いいえ 6(17.1%) 2 4 5 1

46 繁忙期には業務に関わる職員を増員し
ている

はい 1(2.9%) 0 1
1

1 0
1

いいえ 33(97.1%) 17 16 16 17
47 医師会と事業の進捗や課題に関して定

期的に会議・意見交換をしている
はい 10(28.6%) 1 9

0.003
6 4

0.711
いいえ 25(71.4%） 17 8 12 13

表中の n は市町村数を示している
対象者数および受診率についてそれぞれの中央値（対象者数：2,463人， 受診率：52.9%）を基準に市町村を 2 群に分け， 群間の差
の検定には Fisher の正確確率検定を用いて P 値を算出した

表 1 対象者数の規模別および受診率別の工夫の実施状況（つづき）
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その他：委託業者と連携がとりやすくなる工夫を

している市町村は29市町村（82.9%）， 医師会と事

業の進捗や課題に関して定期的に会議・意見交換を

しているのは10市町村（28.6%）であった。

4. 特定健診の対象者数の規模との関連の検討
特定健診の対象者数の中央値2,463人を基準に市

町村を 2 群に分けて工夫の実施状況を比較したとこ

ろ，「医師会と事業の進捗や課題に関して定期的に

会議・意見交換をしている」については， 対象者数

の多い市町村の方が多く実施しており， 統計的に有

意差が認められた（表 1）。
5. 受診率との関連の検討
35市町村を受診率の中央値52.9% を基準に 2 群に

分け， 工夫の実施の有無について Fisher の正確確率

検定にて群間の差を検定した。その結果，「対象者

を絞って受診勧奨をしている」，「勧奨業務（郵送）

を外部委託している」，「受診勧奨通知を 2 回以上送

付している」の 3 項目の工夫について， 受診率が高

い群と低い群との間に有意差を認めた（表 1）。3 項

目とも受診率が低い群の方がそれぞれの工夫を実施

している割合が高かった。

Ⅳ 考 察

本研究では， 特定健診の受診率向上に向けた工夫

の明文化を通じ， これまで暗黙知とされていた取組

の実態を明らかにした。一県の全市町村で行われて

いる工夫を集約し明文化したのは初めての試みであ

り， 公衆衛生活動としての意義がある。これまで暗

黙知であった工夫を明文化し， これに基づくアン

ケート調査を行うことで， 正確に事業内容の実態を

把握し実績値と突合できるようになり， 特定健診の

受診率向上のためのエビデンスの構築に繋がること

が期待される。

本研究では延べ373の工夫を業務フロー別にカテ

ゴリー化し， 6 カテゴリー47項目の工夫を抽出し

た。とくに， 受診勧奨（19項目）と健診の周知（10
項目）に関する工夫が多かった。厚生労働省は「標

準的な健診・保健指導プログラム（令和 6 年度

版）27)」で， 保険者に期待される役割として， 受診

率向上のために従来の方法に加えて ICT（Informa-
tion and Communication Technology）やナッジ28) 等

を活用した個別受診勧奨の取組を行うことや， 健診

受診に向けての集団の意識形成を促すような広報活

動等を挙げ， 受診勧奨や周知の重要性を訴えてい

る。今回の結果からも， 多くの市町村が受診勧奨お

よび周知に関する工夫が受診率向上に繋がると考え

ていることが伺えた。

本研究で対象とした山形県は， 全国の国保の中で

最も特定健診受診率が高い自治体である29)。今回の

結果では， 35市町村のうち30市町村（85.7%）以上

が実施していた工夫は13項目にのぼった。たとえ

ば，「受診勧奨通知を送付している（100%）」「健診

費用の助成を行っている（100%）」「健診申込者に

健診セットを送付している（97.1%）」「健診受診意

向調査を実施している（88.6%）」「健診についての

情報を web 媒体で広報している（88.6%）」などで

ある。これら複数の工夫の積み重ねが， 山形県にお

ける高い受診率に寄与している可能性が考えられ

る。とくに， 意向調査の実施は， 受診率向上施策ハ

ンドブック13) においても効果的な施策の一つとし

て紹介されており， 多くの市町村で実施されている

点からも一定の関連が示唆される。また， 心血管疾

患リスク因子のスクリーニングやがん検診の分野に

おいては， 健診費用の助成12,23) や健診セットの送

付12) が受診率の向上に有効であったとする報告が

あり， これらの工夫が特定健診においても一定の効

果を及ぼしている可能性も考えられる。しかし， 今

回の調査は横断的な実施状況の把握にとどまるもの

であり， 各工夫と受診率の因果関係までは検証して

いない。今後は， 他地域を含めた比較分析により，

個別の施策と受診率の関連性についてさらに検討を

深めていく必要があると考える。

対象者数の規模別での工夫の比較では，「医師会

と事業の進捗や課題に関して定期的に会議・意見交

換をしている」については， 対象者数の多い市町村

の方が多く実施しており， 統計的にも有意差を認め

た。小規模な町村で近隣の複数の市町村が同一の 
医師会に所属している場合に医師会と各町村との個

別の連携が難しくなる。したがって地域の関係機関

との連携体制構築のしやすさには市町村規模が影響

している可能性がある。市町村の規模によって行わ

れている工夫が異なり， その背景に市町村の資源の

制約や関係機関との関係があること， 規模に応じて

自治体の取組を変える必要性を示唆するものであ

る。

工夫の実施状況と受診率との関連の検討では，

「対象者を絞って受診勧奨している」，「勧奨業務

（郵送）を外部委託している」，「受診勧奨通知を 2
回以上送付している」のいずれも受診勧奨に関する

工夫について， 受診率が低い群の方が有意に実施し

ている割合が高いという結果であった。これは一見

逆のようであるが， 受診率が低いからこそ受診率を

向上させるために様々な工夫を試みており， すでに

受診率が高ければこれらの工夫は行わない可能性が

ある。本研究では単年度の受診率を用いた比較に留

まるため， 工夫による受診率の変化， 受診率の水準
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による適切な工夫を検討するためには経年変化を把

握する必要がある。

「対象者を絞って受診勧奨している」について

は， 保健事業カルテの具体的な記載内容を確認し

た。その結果， 受診率が高い市町村の方が， 数年間

受診歴のない者，「（健診を）受けない」と回答した

者など， 勧奨の必要性が高い者や受診意向が低いと

思われる者を対象に絞っている傾向がみられた。一

方， 受診率が低い市町村では， 直近 5 年以内に健診

を受診している者，「人間ドックを受ける」と回答

した者など， 受診意向が高い者を対象として勧奨し

ている傾向がみられた。したがって対象者の絞り方

によって受診勧奨の効果は異なる可能性がある。受

診率向上に効果のある工夫を探るためには， 同様の

取組の中にもその対象者や詳細なやり方にバリエー

ションがあることを考慮し， 内容別にさらなる検討

を行う必要がある。

「勧奨業務（郵送）を外部委託している」につい

ては， 外部委託ではなく内部の関係者がより実情に

合った勧奨をした方が効果的である可能性がある。

しかし「勧奨業務（電話）を外部委託している」の

項目では有意差が出なかったため， 今回の結果から

は， 外部委託が受診率低迷の要因となっている可能

性は考えにくい。また， 有意差は出なかったもの

の， 規模が大きい市町村の方がより多く外部委託し

ている傾向があった。上記の項目で「はい」と回答

した25市町村のうち14市町村（56.0%）が規模の大

きい市町村であるのに対し，「いいえ」と回答した

10市町村のうち大規模は 3 市町村（30.0%）であっ

た。規模の大きい市町村は受診率が低くなりがちで

ある30)。今回の調査でも， 規模が大きい市町村の受

診率の中央値は50.9%， 規模の小さい市町村の受診

率の中央値は55.7% であり， 規模の大きい市町村の

方が受診率が低い傾向がみられた。それらの影響を

受けて勧奨業務を強化している可能性も考えられ

る。

受診勧奨を複数回行うことについては， 海外のが

ん検診31) や NHS Health Check32) では効果があるこ

とが示されており， 国内のがん検診についても厚労

省が推奨している13)。一方， 特定健診については受

診勧奨を複数回行うことの効果を検討した研究は見

当たらず， 本研究では， 受診率が低い群の方が「受

診勧奨通知を 2 回以上送付している」割合が高かっ

た。勧奨業務の外部委託と同様に受診率が低い市町

村では勧奨に注力している可能性がある。特定保健

指導に関する先行研究33) では， 手紙・電話による再

勧奨の結果， 利用率の有意な向上は確認されなかっ

たと報告されている。ただしこの研究では， 電話に

よる再勧奨の中に， 本人や家族に連絡がつかなかっ

た事例も含まれていた。実際に本人や家族に直接電

話で再勧奨を行えた場合には， 利用率が高まる傾向

がみられたことから， 電話による再勧奨の効果が過

小評価されている可能性がある。また， 職域がん検

診の精検受診率についての研究では， 紙面による受

診勧奨後も受診確認が取れなかった者に対して， 電

話による再勧奨34) や， 個別の受診勧奨面談35) の結

果， 精検受診率が有意に上昇したとの報告がある。

これらの先行研究の結果も考慮すると， 受診勧奨通

知を複数回送付しても効果は薄い可能性がある。

自治体で実施した工夫の評価をしている先行研究

はなく， 本研究でも受診率向上に繋がる工夫を明ら

かにすることはできなかった。その要因として， 一

県の限られたデータであること， 受診率向上には複

数の要素が関連しており， 単独の工夫と受診率が直

結しているわけでないこと， 単年度のデータに基づ

く検討であることが挙げられる。また， 本研究は一

つ一つの工夫の実施有無と受診率との関連を検討し

たが， 複数の工夫の組み合わせと受診率との関連も

検討する必要がある。本研究では， 健診種別（集団

健診・個別健診）による分析は行っていないが， 健

診の実施形態によってアクセスの自由度や受診のし

やすさに違いがあることから， 受診率に影響を与え

る可能性がある。この点は本研究の限界の一つであ

り， 今後は健診種別ごとの受診率および介入効果の

違いについても検討を行う必要がある。第 3 期デー

タヘルス計画では計画様式が標準化されたため， 各

自治体が実施している取組の実態を把握しやすく

なった。今回利用した保健事業カルテのような様式

の活用により， さらに各事業内容の詳細な実態の把

握が可能となり， 工夫の明文化が進むことが期待さ

れる。今後調査対象を拡大し， 知見を集積していく

ことで受診率との関連の検討を進める。

Ⅴ 結 語

本研究により， 特定健診の受診率向上に向けて市

町村が行っている工夫を明文化し， 事業内容の実態

を明らかにすることができた。対象者数の規模によ

る工夫の違いも一部で明らかとなり， 今後自治体の

規模に応じた工夫選択の一助となる可能性がある。

一方， 受診率向上に直接繋がる工夫を見出だすこと

はできなかった。今回は一県の限られたデータであ

ることから， 今後は他県を含めて継続的に調査して

いく必要がある。第 3 期データヘルス計画で計画様

式が標準化されたことで各自治体の取組の明文化が

進み， 特定健診受診率向上に向けた知見の抽出に繋

がることが期待される。
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Strategies to improve specific health checkup participation rates:  
An analysis using the “Health Promotion Programs Chart”

Yoshino YOKOYAMA*, Kyoko NAKAO*, Haruko UEMURA*, Hiroo IDE*,2* and Yuji FURUI*

Key words :  Specific Health Checkups, participation rates, National Health Insurance, Health Promotion 
Programs Chart

Objectives　To maximize the effectiveness of Specific Health Checkups (SHC), participation rates must be 
improved. Municipalities have implemented various strategies to achieve these goals. However, these 
strategies are often not explicitly documented and remain tacit knowledge, resulting in the fragmentation 
of such knowledge. This study aimed to document and clarify the strategies adopted by municipalities to 
improve SHC participation rates and to examine the implementation of these strategies in relation to the 
target population size and participation rates.

Methods　Strategies to improve SHC participation rates were gathered from the National Health Insurance 
(NHI) records of all 35 municipalities using a standardized format, the “Health Promotion Programs 
Chart,” and through interviews with two municipalities in the Yamagata Prefecture. These strategies 
were classified into six categories by specialists in health promotion programs based on workflow pro-
cesses. A questionnaire containing 47 items across these six categories was administered to all 35 munici-
palities. Differences between groups based on the target population size and participation rates regarding 
strategy implementation were statistically analyzed using Fisher’s exact test.

Results　 The questionnaire had a 100% response rate. The most frequently reported strategies were those 
related to encouraging participation (19 items), followed by public awareness initiatives (10 items). 
Municipalities with larger populations were significantly more likely to “hold regular meetings and discus-
sions with medical associations on program progress and challenges”. In contrast, three strategies were 
significantly more prevalent in municipalities with lower participation rates: “targeted encouragement for 
specific individuals,” “outsourcing of mailing encouragement activities,” and “sending participation 
reminders at least twice” (P ＜ 0.05 for all). However, none of the strategies showed a significant positive 
correlation with participation rates.

Conclusion　 This study documented and clarified the strategies implemented by municipalities to improve SHC 
participation rates. This study also highlighted the differences in strategy implementation based on the 
target population size, providing valuable insights for municipalities to adapt their approaches accord-
ingly. However, no specific strategies were more commonly adopted by municipalities with higher partic-
ipation rates. As this study was limited to a single prefecture, further research incorporating data from 
other regions was required to accumulate knowledge and develop effective measures to enhance SHC 
participation.

*  Healthcare Data Science Research Unit, Institute for Future Initiatives, The University of Tokyo
2*  Graduate School of Health Data Science, Juntendo University


